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本研究は、経済産業省『企業活動基本調査』から作成したパネルデータを用いて、

企業の本社の立地に注目し、どのような企業がどのような地域に立地（移転）する

かを明らかにするものである。本社の集積により、熟練労働者の雇用機会の拡大、

ビジネス・サービス業の需要の拡大などが期待されるため、企業の本社の誘致は、

地域活性化政策を考える上では大きな意義がある。新たに構築した企業パネルデー

タからは、東京へ移転する企業も多いが、東京から転出する企業も少なくないこと

が分かった。また、計量分析の結果、同業他社の本社集積や熟練労働者の集積など

が、本社の立地要因として重要であることが分かった。 
 

1. はじめに 
近年、我が国において、本社の移転事例が増えてきており、その動向に注目が集まっ

てきている。たとえば、家具製造小売のニトリは 2006 年に札幌から東京に、日清食品

は08年に大阪から東京に、セントラル自動車は11年に神奈川から宮城に本社を移転さ

せており、いずれも新聞や経済誌等で話題を集めた。こうした現状を踏まえ、本研究で

は以下の２点に注目し、本社移転の決定要因を明らかにする。第１は、本社の立地、あ

るいは移転要因を明らかにし、企業の本社を誘致するためにはどのような施策が有効で

あるかを探ることである。企業の立地は、工場の立地を中心に多くの研究が行われてい

るが、本社の立地については、研究例は数少ない。本社は、企画や研究など、企業の高

度な意思決定に伴う様々な問題に取り組む部署を抱えているので、多くの本社が立地す

る地域では熟練労働者の雇用機会が拡大し、法務や税務、情報処理サービス、コンサル

ティングなどのビジネス・サービス業の需要が高まることが期待される。実際、米国で
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は、ボーイング社が 01 年に本社をシアトルからシカゴに移転させた際に、候補地とな

った都市間で税制優遇などによる誘致合戦が繰り広げられた1。こうした議論は、本社の

立地が様々な外部性を持つと期待されていることを示唆するものであり、その立地要因

は、研究者のみならず、政策担当者の高い関心を集める問題であるといえる。第２は、

都市と地方の生産性格差の発生原因を明らかにすることである。都市と地方の間には生

産性に格差があり、その要因については、様々な研究が行われている。既存研究では、

産業集積や他の企業からのスピルオーバーの重要性などが指摘されているが、参入・撤

退、そして移転による選別メカニズムも重要な要因である。この点について、Baldwin and 

Okubo (2006) が企業の移転に注目した理論的な分析を行なっている。本研究は、生産

性の異なる企業間で本社の移転パターンがどのように異なるかを検討しており、地域間

生産性格差における選別メカニズムと企業移転の意義について、示唆を与えるものであ

ると言える。 

本稿の構成は以下のとおり。第２節では、関連研究を紹介し、本研究の意義について

議論する。第３節ではデータを説明し、第４節で実証分析の結果を提示する。第５節で

は結論を述べる。 

 

2．先行研究 

2.1 本社部門の立地に関する研究 

本社立地に関しては、米国では 70 年代から Fortune 誌掲載企業のデータなどを使っ

た研究が行われてきているが、初期の研究の多くは記述統計によるものや単純な回帰分

析に依存するものが多かった2。しかし、2000年ごろより、空間経済学（例えば、Fujita 

et al.（1999））の理論を実証分析のフレームワークに取り込んだ研究が増えてきた3。

同時に、政府統計個票データの研究利用が進められるようになったこともあり、ミクロ

データによる本格的な実証分析が行われるようになった。たとえば、Aarland et al. 

(2007) は、企業組織の空間的側面を分析するため、企業の経営部門（Central 

Administration office, CAO）の製造部門からの分離、つまり独立した本社事業所の設

                                                  
1 本件については、Garcia-Mila and McGuire (2002) が詳しく紹介している。 
2 たとえば、Semple (1973)は、56－71年における本社の立地分布について、様々な記述統計を計算し、その動

向を分析している。この期間の本社立地は、北東部・中央西部に集中しているが、徐々に分散する傾向にある

と指摘している。また、Holloway and Wheeler (1991)は、回帰分析による分析から、本社の移転の要因として、

企業間のM&Aの重要性、および、地理的要因としてNew York都市圏（New York市、および周辺都市）からの

距離や地域の人口規模の重要性を指摘している。 
3 空間経済学的な観点からの研究では、工場と本社の輸送費やコミュニケーション・コスト、あるいは中間投

入としてのサービス投入の利用可能性に注目した分析が行われている（たとえば、Fujita and Thisse （2006）

などを参照のこと）。 
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置について分析している。使用しているデータは、米国の事業所センサスの本社調査で

ある。独立した本社事業所を所有する企業は、地理的に離れた事業所を複数所有する企

業が多く、また、複数の事業に多角化している企業が多いことを指摘している。

Henderson and Ono (2008) では、92年から97年の間に、独立した本社(CAO) を初めて

設置した企業に注目して、どのような地域に CAO を立地させているかを分析している。

分析結果としては、CAO 設立企業は、製造事業所との距離にも配慮しつつ、サービス事

業者の集積地を移転先として選択していると指摘している。Davis and Henderson (2008) 

は、77 年－97 年の米国の事業所センサスの本社調査を用いて、本社の集積要因につい

て分析している。彼らの研究では、同業他社の本社集積と、多種多様なビジネス・サー

ビスの集積(diversity of local service input)のいずれがより強いインパクトを持つ

かを分析している。分析結果からは、両者はいずれも強い影響力を持つが、New Yorkな

どの本社の大集積地では、後者の方がより大きなインパクトを持つことを指摘している。

本社の立地移転を本格的に分析したものとしては、Strauss-Kahn and Vives (2009) が

ある。彼らの研究では、Dun and Bradstreet (D&B) 社の企業データベースから作成し

たパネルデータにより、96 年－01 年の間に本社を移転させた企業を分析している。具

体的には、本社を移転させるか否かと、移転させる場合どのような地域に立地するかを

分析しており、その結果、本社を移転させる企業は、比較的規模の大きく、また若い企

業であること、そして、移転先としては、空港設備が充実しており、法人税、賃金が低

く、ビジネス関連サービスが充実している地域が選択されていると報告している。 

日本のデータを用いた分析では、Okubo and Tomiura (2011) が『工業統計』を用い

て、本社機能を製造部門から地理的に独立させるか否かについて分析している。『工業

統計表』では、同一企業の他の事業所との関係についての質問項目に「単一工場で本社

は同一事業所内」、「単一工場で本社は別の場所」、「工場が二つ以上ある」を選択させる

項目があり、これを用いて分析している。主要な結果としては、工場と本社の分離には、

規模が重要な要因となっており、特に複数の工場を所有しているほど、独立した本社を

所有していることを指摘している。ただし、『工業統計』の場合、現在のところ、独立

した本社に関しては調査が行われていないため、本社そのものがどこに立地しているか

は分析できていない4。 

                                                  
4 『工業統計』では、調査票に本社所在地の情報を記入するようになっており、名寄せした集計結果が「企業

統計編」として公表されているが、本社所在地別の集計は行われていない。昭和62年 (1987年) と平成元年 

(1989年) に「企業多角化調査」というタイトルで本社調査が行われているが、その後、平成４年 (1992年) の

『企業活動基本調査』のスタートともに中止になっている。なお、『企業活動基本調査』と『工業統計』では、

名簿の共有が行われていないため、両者を統合するためには名簿情報に基づく名寄せが必要となる。 
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また、植杉他（2012）は、阪神・淡路大震災における被災地企業の移転という特定の

イベントに注目した分析であるが、我が国の本社の移転（企業の所在地の変更）の数少

ない研究事例である。被災地からの移転の場合、事業部門の移転も同時に行われている

可能性が高いので、これまで紹介してきた研究とはやや異質であるが、いくつかの興味

深い事実を提示している。たとえば、被災地企業の移転確率は、被災額が大きい企業ほ

ど高くなる。また、ある企業がある産業の集積地に立地しており、その集積地が被災し

た場合、企業の移転確率は高くなることを示した。一方、被災地以外では、集積地に立

地する企業は移転しにくいという結果が得られているので、被災地と非被災地では対称

的な結果となっている。なお、被災地以外の集積地における企業の移転確率についての

結果は、米国の研究と整合的な結果であると言える。 

 

2.2 生産性と企業の移転に関する研究 

 地域間における生産性格差に関しては多数の既存研究があるが、近年の研究では生産

性による選別(sorting) 効果の重要性を指摘する研究が出てきている。まず、選別効果

については、Melitz (2003) による理論研究以降、その重要性が認識されるようになっ

た。Melitz (2003) は、独占的競争の枠組みで、同一産業内の輸出企業と国内企業の間

で生産性格差が生まれることを示している。さらに、マークアップを内生的に扱った

Melitz and Ottaviano (2008) は、規模の大きな市場では競争が激しくなり、生産性の

低い企業は退出しやすくなるので、市場の規模により企業の生産性分布に違いが生まれ

ることを理論的に示している。これらの研究を拡張するものとして、企業の移転に注目

して集積地への参入、あるいは撤退についての分析も行われている。例えば、企業の移

転に注目した Baldwin and Okubo (2006) では、企業が移転する際に、生産性の高い企

業は集積地に移転し、留まることができるが、生産性の低い企業は競争を避けて非集積

地に移転するという選別メカニズムが発生すると主張している。このロジックに従えば、

選別メカニズムが成り立つ場合、生産性の違いに応じて企業の移転パターンが異なるこ

とになる。その結果、集積地に生産性の高い企業が残るため、地域間における生産性格

差が発生することになる。 

 一方、実証研究については、集積地と非集積地の生産性の分布に注目して、選別効果

が機能しているかどうかを検証しようとする先行研究はいくつかみられるが5、企業の移

                                                  
5 たとえば、生コンクリート製造事業者の生産性分布に注目したSyverson (2004) 、フランスの事業所データ

を用いたCombes et al. (2009) 、日本の戦前の生糸産業に注目したArimoto et al. (2011) などがある。こ

のうち、Syberson (2004) と Arimoto et al. (2011) は、選別効果の存在を支持する結果を示している。 
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転そのものを分析しようとするものは皆無である。本研究では、本社の移転に注目する

ことで生産性による選別効果について分析を試みる。 

 
3. データ 

3.1 本社立地に関するデータベース 

本研究では企業を調査単位とする『企業活動基本調査』（経済産業省）を用い、その

本社所在地を用いて、本社所在地の立地要因を分析する。『企業活動基本調査』（以下、

「企活」）は、平成４年度（92 年実施、91 年度対象）に開始された日本初の本格的な

企業パネル調査であり、平成７年度（95 年実施、94 年度対象）以降は毎年調査が行わ

れている。調査の対象は、商工鉱業、および一部の電力・ガスや、クレジットカード業

などの一部のサービス業に属する事業所を有する企業のうち、従業員 50 人以上、かつ

資本金または出資金 3,000万円以上の会社である。調査項目は、基本的な財務情報に加

え、雇用形態別の従業員数や品目分類３桁レベルの品目別売上高、輸出・輸入の状況、

企業間取引状況、子会社・関連会社の保有状況などが含まれる。また、他の統計調査に

みられない企活調査の特徴として、部門別の従業者構成に関する質問項目がある。部門

構成は、本社の企画等ホワイトカラー部門と現業部門を分けて調査しており、本社ホワ

イトカラー部門の規模などについても分析が可能である。なお、本研究で用いるデータ

ベースでは、サービス業については調査対象がサンプル期間中に変更になっており、扱

いが容易ではないことから、製造業と卸小売業に限定している。また、分析期間は、地

域データの利用可能性も踏まえ、95, 00, 05年の３時点とする。本社の移転を分析対象

とするため、３時点中の連続する2時点の調査に回答のあった企業に限定している。 

 本研究で用いる地域単位は、通勤圏の概念を基礎とする朝日新聞社の地域データベー

ス『民力』の経済圏（全国を約110地域に区分したエリア）を用いた。都道府県は、あ

くまで行政区分であり、必ずしも実際の経済活動の地域区分と合致しているとは限らな

い。我が国では、様々な経済圏の概念が提案されているが、いずれも通勤圏の概念に依

存しており大きな差はない6。『民力』データベースを用いる利点は、経済圏（エリア）

ごとに人口などの関連指標が時系列で整備されており、利便性が高いからである。 

 
3.2 企業活動基本調査から見た本社の立地 

表１は、立地地域別・タイプ別に見た企業数と１社あたり従業者数である。企業のタ

                                                  
6 たとえば、東京大学空間情報研究センターの「都市雇用圏」データベースなどがあるが、データベースに含

まれる変数の種類やサンプル期間などは、「民力」のほうが、カバレッジが広い。 
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イプとは、事業所を１つしか所有しない単独事業所企業、２つ以上の事業所を所有する

複数事業所企業、そして、CAOを持つ企業の３種類の企業で比較を行なっている。また、

立地地域は、全国を 10 地域に区分している7。なお、本研究では CAO を持つ企業は、本

社現業部門（製造、あるいは卸小売部門）の従業者数が０である企業として定義してい

る。まず、全国計のタイプ別の企業数に注目すると、複数事業所が約８割

(17,046/21,247=0.80) を占めることがわかる。これは、企活が従業員数50人以上の比

較的大きな企業を対象とするサンプル設計を反映しているものと思われる。そして、タ

イプ別の立地に目を移すと、全体として、複数事業所企業の多くは南関東・甲信東海・

近畿に立地しており、CAO を持つ企業の約３分の１は、東京都に立地している（2,763

社中912社）ことが分かる。次に、１社あたり従業者数に注目すると、複数事業所とCAO

を持つ企業では、東京都に本社を置く企業が、規模が大きいことが分かる。企活の特徴

として、本社部門従業者数が把握できる。企業のタイプ別では、「CAOあり」の企業の本

社従業者数が最も多くなっている。特に、東京都に立地する企業で本社部門の規模が大

きいことがわかる。それ以外では、タイプによる差はあまりみられない。 

 
 

  

                                                  
7 ここでは、北関東は、茨城・栃木・群馬、南関東は埼玉・千葉・東京・神奈川、甲信東海は山梨・長野・岐

阜・静岡・愛知・三重、北陸は新潟・富山・石川・福井を指す。 
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表1 立地地域別・タイプ別の企業数・1社あたり従業者数 

パネル(A) 立地地域別・タイプ別企業数 (2000年) 

うちCAOあり
北海道 639 122 517 78
東北 1,301 479 822 144
北関東 814 273 541 87
南関東 6,966 778 6,188 1,177
うち東京 5,007 347 4,660 912
北陸 1,119 337 782 103
甲信東海 3,255 841 2,414 303
近畿 3,967 570 3,397 504
中国 1,146 273 873 132
四国 571 123 448 63
九州 1,469 405 1,064 172
全国計 21,247 4,201 17,046 2,763

複数事業所企業
単独事業所企業全企業

 

パネル(B) 立地地域別・タイプ別1社あたり従業者数 (2000年) 

うちCAOあり
北海道 267.0 137.2 297.6 361.9
東北 248.4 176.4 290.4 285.7
北関東 296.6 154.4 368.3 547.1
南関東 555.9 143.2 607.7 871.9
うち東京 624.9 134.2 661.5 973.5
北陸 229.4 163.8 257.6 342.7
甲信東海 358.1 144.5 432.6 633.9
近畿 396.5 127.1 441.7 673.0
中国 297.7 166.5 338.7 391.8
四国 272.3 116.1 315.2 452.9
九州 305.3 183.6 351.6 436.0
全国計 402.3 151.9 464.0 675.0

全企業 単独事業所企業
複数事業所企業

 

パネル(C) 立地地域別・タイプ別1社あたり本社部門従業者数 (2000年) 

うちCAOあり
北海道 21.8 19.0 22.4 26.1
東北 26.5 22.3 28.9 25.8
北関東 30.6 23.8 34.0 41.8
南関東 59.9 27.9 63.9 97.9
うち東京 66.3 29.3 69.0 114.9
北陸 28.7 23.0 31.1 34.3
甲信東海 50.8 25.9 59.5 99.0
近畿 43.9 21.9 47.6 67.0
中国 35.1 25.0 38.3 33.0
四国 26.3 16.6 28.9 29.3
九州 29.4 28.2 29.8 32.7
全国計 45.2 24.7 50.3 73.7

全企業 単独事業所企業
複数事業所企業

 
出所）『企業活動基本調査』（経済産業省）に基づき著者作成 
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次に、本社移転のパターンをみていこう。まず、何をもって本社の移転と見なすかを

明確に定義しておく必要がある。単純に本社所在地住所が変更になったことをもって本

社の移転とみなす方法もあるが、この場合、区画整理等により住所が変更になった場合

も移転になってしまう。また、元の本社の近隣に新社屋を建設し、本社機能を移転させ

る場合などは、住所が変更になっていても実質的には何も変わらないだろう。そこで、

本稿では、企業組織、あるいは地域経済に一定のインパクトを持つような移転に限定す

るため、異なる経済圏に移転するような本社移転に注目して分析を行う8。一口に経済圏

といっても、さまざまな定義が存在する。ここでは、マクロ的な動向をみるため全国10

地域レベル、一部では都道府県レベルで移転を捉えて集計表を作成する。一方、次節の

計量分析では、より詳細な地域属性を考慮するため、前述の通勤圏をベースにした『民

力』の経済圏（エリア）を用いて分析を行った。 

表２のパネル（A）は95－00年、パネル（B）は00年－05年の、それぞれ２時点で継

続して回答している企業に限定して、全国 10 地域レベルで本社の移転パターンを調べ

たものである。一般に、近畿から転出する企業が多いという認識があるが、確かに近畿

からの転出企業は 95－00年、あるいは00年－05年のいずれも 51社となっており、そ

れぞれの期間の転入企業数、33社（95－00年）と13社（00－05年）を大幅に上回って

いる。また、転出先としては南関東が多いことがわかる。一方、南関東の転入企業は95

－00年が115社、00年－05年は67社だが、転出も多く95年－00年が119社、00年－

05 年は 90 社と、いずれも、転出が転入を上回っている。その他の地域では、東北、北

関東、甲信東海で転入が転出を上回っている。 

                                                  
8 本社の住所情報を緯度経度に変換し、移転元と移転先の間に一定の距離があれば移転とみなす方法も考えら

れる。しかし、今回用いたデータでは、市区町村までは市区町村コードが用意されているが、地番情報につい

ては文字情報で誤字脱字が多く、緯度経度情報への変換前のデータクリーニングに多大な作業が必要となるた

め、今回は緯度経度情報の利用を断念した。 
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表3では、東京都の転入・転出を詳細に調べるため、東京都への転入と東京都からの

転出の上位5府県をリストアップした。大阪から東京への移転が95－00年で24件、00

－05 年で 23 件となっている。その他は埼玉、神奈川、栃木、茨城、静岡など、東京か

ら比較的距離の近い府県への移転が多いことが分かる。 

 
4．先行研究 
本節では、本社の移転先の決定要因を分析していくが、その前に、本社を移転させる

企業の属性を見ておこう。推定式は以下のとおりである。 

௧ܮܴ      = α + β ܺ௧ିଵ + μ + λ௧ + ε௧ (1) 

従属変数の RL は、第 i 企業が t-1 時点から t 時点にかけて本社を移転させた場合は１、

そうでなければ０をとるダミー変数である。ここでは、前述のとおり経済圏を一つの地

域区分とみなし、それを超えて移転する企業を移転企業とみなした9。X は企業属性、μ
は移転元地域ダミー、λは年次ダミーである。企業属性変数としては、従業者数（対数 
 

表3 都道府県別に見た転出・転入：東京からの転出・東京への転入 

パネル(A) 95-00年 

東京からの転出企業数上位5府県     東京への転入企業数上位5府県 

順位 府県 移転件数 順位 府県 移転件数
1 神奈川県 44 1 神奈川県 31
2 埼玉県 35 2 埼玉県 26
3 千葉県 16 3 大阪府 24
4 茨城県 11 4 千葉県 20
4 栃木県 11 5 静岡県 11
4 大阪府 11  

パネル(B) 00-05年 

東京からの転出企業数上位5府県     東京への転入企業数上位5府県 

順位 府県 移転件数 順位 府県 移転件数
1 埼玉県 36 1 大阪府 23
2 神奈川県 34 2 神奈川県 16
3 千葉県 15 3 埼玉県 10
4 静岡県 12 4 千葉県 9
5 茨城県 11 5 兵庫県 6  

                                                  
9 頑健性のチェックのため、地域区分を、表２における大分類の地域、あるいは都道府県に変更した推計も行

っているが、結果はおおむね同じであった。 
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値）、および従業者数の２次項、全要素生産性（TFP）、企業年齢ダミー、CAOダミー、単

独事業所企業ダミー、広告宣伝売上比率、R&D 売上比率、国内・海外子会社の有無ダミ

ーを用いた。TFPは、Olley and Pakes (1996) の推定方法に基づき生産関数を推計して、

その残差をTFPとした。移転元地域ダミーは、従属変数の移転を示すダミー作成の際の

地域区分に即したダミー変数となっている。企業年齢ダミーは、設立５年未満の企業、

５年以上 10 年未満、10 年以上 30 年未満、30 年以上 40 年未満、設立 40 年以上の階級

別にダミー変数を作成し、設立 40 年以上の企業を基準とした。また、その他の産業属

性やマクロ経済状況をコントロールするため、産業ダミーと年次ダミーを加えている10。

推定は、プロビット・モデルにより推定を行なった。推計に用いた変数の基本統計量は

付表１に、推計結果は、表４に示されている。 

統計的に有意な係数に注目すると、操業年数が短く、若い企業、CAO を持つ企業、複

数事業所企業、国内子会社を所有しない企業で、本社を移転させる企業が多いことが示

されている。(2)、(3) 列目では、製造業、卸小売に属する企業を対象とする分析を行

なったものである。製造業に限定した推計結果（(2)列目）では、従業者数の２次項が

マイナスで有意になっているほか、設立５年未満ダミーの限界効果が大きくなっている

ことから、製造業では比較的若い企業が本社を移転させていることが分かる。また、広

告宣伝費売上率がマイナスで有意になることから、広告宣伝費売上比率の低い企業、た

とえば、中間財メーカーのほうが本社を移転させる確率が高いことを示している。一方、

卸小売（(3)列目）では、従業者数が有意ではなく、また、設立５年未満ダミーも有意

性が消え、設立５年以上10年未満の企業ダミーで限界効果が大きくなる。 

 
  

                                                  
10 なお、ここでの産業分類は国民経済計算の産業小分類を用いている。 
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表4 本社移転のプロビット・モデル 

  

(1) (2) (3)

対象企業、業種 全企業 製造業 卸小売

従業者数（対数値） 0.2274 0.3061 0.1443
[2.13]** [2.28]** [0.77]

従業者数（対数値）の２乗 -0.0121 -0.0205 0.0006
[-1.39] [-1.86]* [0.04]

TFP 0.1861 0.2088 0.1611
[1.73]* [1.78]* [0.51]

年齢階級（5年未満） 0.4842 0.631 0.0517
[3.65]*** [4.04]*** [0.16]

年齢階級（5年～10年未満） 0.3989 0.4543 0.4017
[4.85]*** [4.33]*** [2.83]***

年齢階級（10年～30年未満） 0.2356 0.2177 0.3143
[6.14]*** [4.56]*** [4.53]***

年齢階級（30年～40年未満） 0.0905 0.0798 0.1068
※40年以上がベースライン [2.23]** [1.66]* [1.33]

CAOありダミー 0.2405 0.249 0.1285
[6.93]*** [5.64]*** [2.02]**

単独事業所企業ダミー -0.1555 -0.1654 -0.0829
[-3.35]*** [-3.11]*** [-0.77]

広告宣伝売上比率 -0.663 -3.5054 1.7965
[-0.74] [-2.21]** [1.63]

R&D売上比率 0.3225 0.32 3.7213
[0.40] [0.37] [1.38]

国内子会社ダミー -0.0869 -0.1065 -0.05
[-2.52]** [-2.52]** [-0.79]

海外子会社ダミー -0.0077 -0.0217 0.0648
[-0.17] [-0.42] [0.71]

定数項 -2.5246 -2.4637 -1.8983
[-4.26]*** [-3.60]*** [-2.16]**

産業ダミー 有 有 有

年次ダミー 有 有 有

地域ダミー 有 有 有

pseudo-R2 0.0836 0.0894 0.07

logLL -3874.4 -2740.4 -1052.3

N 35888 20937 13461

注1)  *, **, ***は、それぞれ、10％、5％、1％水準で統計的に有意であることを示す。 

注2)  係数は全て限界効果を示す。 

注3)  括弧内はz-ratioである。 
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次に、本社の移転先の決定要因について見ていこう。表５は、本社を移転させた企業

に限定して、どのような移転先を選択しているかを条件付きロジット・モデルで推定し

た結果である。移転先決定要因としては、経済規模の代理変数として、ここではHarris

の市場ポテンシャル (Market Potential, MP) 変数（Harris, 1954）を用いる。すなわ

ち、各地域の経済規模を Ysとするとき、r地域の市場規模は、 

      s
rs

s
r d

YMP  (2) 

と表すことができる。なお、drsは、r地域から s地域までの距離であり、r地域から各地

域へのアクセスを考慮した市場規模の変数である11。この指標は立地選択分析において、

実証的に高い説明力を有していることが知られている (Head and Mayer, 2004)。通常、

各地域の市場規模 Ysの代理指標としてGDPなどが用いられるが、ここでは経済圏レベル

の付加価値総額が得られないため、各地域の人口を用いる。また、賃金の代理変数とし

て東京都を100とする所得格差指数を用いた。さらに、移転元から移転先候補地までの

距離（対数値）も説明変数に追加している。移転元、移転先の距離は、各経済圏の中心

都市の市役所の緯度経度から計算した。米国の研究では、サービス関連産業の充実度の

重要性が指摘されているので、ここでは金融業事業所数を説明変数に用いた12。さらに、

同業他社の本社の集積が当該企業の立地選択に及ぼす影響をみるため、同業他社の本社

数（地域別・産業別の本社数）も用意した。これらの変数に加えて、東京との地理的な

関係、および、各地域のインフラの整備状況をみるために、各地域の東京からの距離、

新幹線停車駅、および空港からの各経済圏の中心都市までの距離を説明変数として使っ

ている。一口に空港といっても1日に数便しか発着しない小規模空港もあるので、ここ

では国内線・国際線の利用者数合計でみて上位 10 位に入る空港を拠点空港として、各

移転先から、これらの空港までの距離（拠点空港からの距離）を説明変数として追加し

た13。なお、推計に用いた変数の基本統計量は付表１に示されている。 

では、推計結果を見ていこう。表５の(1)列の結果に注目すると、市場規模 (MP) が

大きくなるほど、賃金水準の代理変数としての所得格差指数が高いほど、移転元からの

距離が近いほど、同業他社の本社数が多い地域ほど、移転先として選択されやすいこと

                                                  
11 自地域の平均移動距離は、先行研究に倣い、0.66×(面積/π)0.5で求めた。 
12 金融事業所数の代わりに、法律事務所の数を用いた推計も行った。法律事務所の場合は、統計的に有意な係

数は得られなかった。 
13 なお、全ての空港を対象として作成した「最寄り空港までの距離」を説明変数とするモデルも推計したが、

得られた結果は変わらなかった。 
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が示されている。サービス関連産業の充実度の代理変数である金融業事業所数について

は、プラスで有意な係数が得られている。これらの推計結果のうち、所得格差指数の係

数がプラスとなっている点は興味深い。企業の工場立地に関する諸研究では、賃金水準

は負の効果を持つことが多くの先行研究で示されているが、本社の立地に関する本研究

では正の効果を持っている14。この結果は、高賃金地域では高学歴人材が集積している

と考えれば、企業は立地コストに配慮するよりも、高度人材を求めて立地先を決めてい

るものと推測される。交通インフラについては、新幹線停車駅からの距離の係数はマイ

ナスで有意であるのに対して、拠点空港からの距離の係数について統計的に有意な値は

得られなかった。 

一方、(2)列と(3)列では製造業と卸小売で決定要因を比較している。まず、製造業で

は卸小売に比べて市場規模 (MP) の係数が大きくなっている。一方で、所得格差指数に

ついては、卸小売業のほうが係数は大きい。市場規模 (MP) は、近隣地域のアクセスも

考慮した指標であるので大都市の周辺でも高い値になるのに対して、所得格差指標は都

市の中心部ほど高くなるので、卸小売のほうが都市の中心部に立地する傾向にあると解

釈できる。本社集積については、製造業で係数が大きくなっており、製造業で同業他社

の集積を重視していることがうかがえる。交通インフラ関係では、卸小売に限定した場

合、新幹線停車駅からの距離が有意でなくなる。また、東京からの距離の係数は卸小売

でプラス、かつ有意になっている。 

 (4)－(6) 列では国内子会社、海外子会社を所有する企業、CAO を有する企業に限定

したサンプルで推定を行なっている。このうち、海外子会社を有する企業とCAOを有す

る企業に限定した場合、新幹線駅からの距離が絶対値でみて大きくなっており、グロー

バルに展開している企業ではインフラへの近接性が重要であることが示唆される。米国

を対象とした先行研究では、空港インフラの重要性が指摘されているので、新幹線駅へ

のアクセスに関する結果は、米国との比較で対照的で興味深い。 

今回利用している条件付きロジット・モデルにおいては、各企業が移転を決断してい

る状況を前提に、移転先候補の属性の違いを比較して、その中から１つを選択するとい

うモデルになっている。そのため、選択肢（移転先）間で共通の属性、すなわち移転元

の属性は、キャンセルアウトされてしまい、分析に考慮することができない。ここでは、

１つの頑健性の確認として、移転先決定の条件付きロジット・モデルの推定において、

移転元地域を MP が平均値を上回る経済圏、所得格差指数が１を超える都市圏に限定し

                                                  
14 たとえば、Liu et al. (2010) などを参照。 
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た推計も行った。推計結果は表5の(7)と(8)に示されているが、移転元からの距離の係

数がプラスになる以外は、あまり結果は変わらなかった。 

また、表２、表３で確認したとおり、本社の移転は近隣地域間の移転が比較的多いが、

近隣地域への移転と遠方の地域への移転では、移転先決定要因が異なる可能性がある。

そこで、表5の(1) 式の推計サンプルのうち、県境、あるいは地域を跨ぐ移転に限定し

た推計を行った。まず、県境を跨ぐ移転（表５の(9)）については、移転元からの距離

の係数がプラスに転じている。その他の変数については、あまり変化がないが、新幹線

駅からの距離の係数が大きくなり統計的な有意性も増していることから他地域へのア

クセスの重要性が増しているといえる。次に、地域を跨ぐ移転（(10)列目 ）について

みてみよう。ここでの地域区分は、表２で用いた地域分類と同じである。推定結果は、

概ねこれまでの結果と同じであるが、 東京からの距離がマイナスで有意になっている15。

つまり地域をまたぐ本社移転の場合、東京への移転が重要視されているといえる。 

最後に、生産性の高い企業ほど大都市に移転するのかどうかを確認するため、市場規

模(MP) 、所得格差指数、転出元からの距離 (distance) と TFP の交差項を導入した推

計式を推定している。全企業で推定した表６の(1) 式では、所得格差指数、および距離 

(distance) と TFP の交差項がプラスで有意であり、生産性の高い企業ほど、距離の離

れた、賃金の高い大都市に移転していることがわかる。これを、CAOを持たない企業（(2)

式）と CAO を有する企業（(3)式）に分解してみると、交差項が有意となるのは CAO を

持たない企業であった。この結果は、CAO を持たない企業は比較的規模が小さく若い企

業であるとすれば、生産性の高い成長過程の企業が大都市の中心部に移転していること

を反映したものと推測される。 

さて、以上の結果では、いずれも市場規模（MP）と賃金水準の代理変数である所得格

差指数、金融業事業所数が一貫してプラスで有意であり、一見すると移転企業は東京に

移転する、「東京一人勝ち」現象が生じているように見える。しかし、一方で、同業他

社の本社数の係数もプラスで有意な係数であり、東京以外の都市でも特定産業を集積さ

せている地域では当該産業の本社を誘引していると言える。2000年時点の産業別本社集

積地をみていくと、大阪の繊維、衣服、金属製品、名古屋の輸送機械などでは、その本

社立地件数は、東京のそれを上回っていることが分かった。こうした点を踏まえると、

いかに企業集積を促進し維持していくかが重要な課題といえる。 

 

                                                  
15 同じ推計式を、子会社を有する企業やCAOを有する企業に限定して推定してみたが、東京からの距離は常に

マイナスで有意となった。 
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表6 本社の立地選択：県境・地域を跨ぐ移転／市場規模と生産性 

 
注1)  *, **, ***は、それぞれ、10％、5％、1％水準で統計的に有意であることを示す。 

注2)  括弧内はz-ratioである。 

 
5. 結論 

本研究は、経済産業省『企業活動基本調査』から作成したパネルデータを用いて、企

業の本社の立地に注目し、どのような企業がどういった地域に立地するかを明らかにす

るものである。本社が集積することにより、熟練労働者の雇用機会の拡大、ビジネス・

サービス業の需要の拡大などが期待されるため、企業の本社の誘致は地域活性化政策を

考える上では大きな意義がある。 

本研究から得られた主要な結果は以下の４点に集約できる。第１に、本社の多くは、

(1) (2) (3)
全企業 CAO無し CAOあり

Market Potential (MP) 1.033 0.8572 1.3146
[3.88]*** [2.26]** [3.77]***

所得格差指数 0.0353 0.0455 0.0243
[4.98]*** [4.48]*** [2.56]**

金融業事業所数 0.0005 0.0005 0.0005
[6.33]*** [4.56]*** [4.34]***

distance -0.0189 -0.0696 0.0309
[-0.49] [-1.35] [0.53]

同業他社の本社数 0.0006 0.0006 0.0002
[4.63]*** [3.94]*** [1.05]

東京からの距離 -0.0603 -0.0378 -0.0913
[-1.93]* [-0.90] [-1.96]**

新幹線駅からの距離 0.0581 0.0781 0.0014
[1.47] [1.46] [0.02]

拠点空港からの距離 0.0778 0.0444 0.1223
[1.11] [0.48] [1.14]

MP×TFP -0.5087 -0.1121 -0.8123
[-1.11] [-0.17] [-1.53]

所得格差指数×TFP 0.0277 0.0428 0.0119
[2.49]** [2.64]*** [0.87]

distance×TFP 0.1297 0.2232 -0.0295
[1.80]* [2.28]** [-0.28]

pseudo-R2 0.2542 0.2672 0.2506

logLL -2981.5 -1599.4 -1360.3

N 77852 43661 34191
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東京に集中しているが、東京から転出している企業も少なくなく、すべての企業が東京

に集中しているわけではないことが分かった。ただし、東京からの転出は神奈川や千葉

といった近隣地域への移転が多く、一方、長距離の本社移転では、大阪から東京への移

転が多いことも分かった。第２に、どのような企業が本社を移転させるかを分析するプ

ロビット・モデルの推計結果からは、規模が大きく、比較的若い企業で移転確率が高く、

製造業に限定した場合は、生産性が高い企業が移転していることも明らかとなった。 

第３に、移転企業がどのような地域を選択しているかに関する条件付きロジット・モ

デルの推計結果からは、市場規模が大きく、賃金の高い地域、金融業などのビジネス・

サービス事業所の集積地、あるいは同業他社の本社集積が進んでいる地域が選択される

ことが分かった。さらに、製造業に限定した場合、同業他社の本社集積の変数の係数が

大きくなること、海外子会社を持つ企業、CAO を持つ企業では、新幹線駅へのアクセス

が重要であることも示唆された。このうち、市場規模や所得格差においては東京が最も

大きな値をとるので、東京が最も魅力的な立地先となる。しかし、本社集積に関しては、

産業によっては大阪や名古屋が依然として本社立地件数の多い集積地であるので、業種

によっては大阪や名古屋も本社の立地先として、いまだ高い魅力を持っていると言える。

別の言い方をするならば、本社立地を誘引する施策としては、いかに集積地の形成・維

持を図るかという視点が重要となる。 

第４に、地域要因とTFPとの交差項を加えた推計結果からは、生産性の高い企業ほど、

距離が離れた、賃金の高い地域を選択していることが明らかとなり、大都市中心部への

移転で企業の選別が起こっていることが示唆される。なお、この結果は、CAO を有して

いない企業で顕著であることから、生産性の高い成長過程の企業がCAOを設置するよう

な段階で、大都市の中心部に移転していることを反映したものと推測される。また、こ

こで得られた賃金水準とTFPの交差項がプラスの効果を持つという点は、生産性の高い

企業は立地コストが高くても、高学歴人材が集積すると考えられる高賃金地域に移転す

ると解釈できる。この点は、将来有望な生産性の高い企業を誘致するためには、能力の

高い人材が獲得しやすい地域であることも重要であるといえる。 

今回の分析からは興味深い様々な知見が得られたが、都市政策や企業の集積メカニズ

ムの理解のためには、より精緻な分析の積み重ねが必要である。第一に、本分析ではビ

ジネス・サービス業の集積指標として金融業事業所数を用いたが、実際にどのようなビ

ジネス・サービス業が重要なのか、さらに詳細に分析する必要がある。また、空港や鉄

道のインフラの効果についても、ここでは距離で測定しているが実際には頻度や所要時
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間などを考慮するなど、各種指標の精緻化が必要であると言える。第２に、本社立地件

数の時系列的な推移についても、今後、踏み込んだ分析が必要である。表2の全国の移

転企業数の合計をみると、95-00年は275件であるが00-05年は186件と減少している。

この移転件数の減少はマクロ経済情勢の悪化や企業の資金調達状況の悪化などの理由

が考えられるが、今回用いた説明変数では十分な分析ができないため、今後の検討課題

としたい16。第３に、推計の技術的な側面では、条件付きロジット・モデルの頑健性に

ついても、さらなる精緻化が必要である。条件付きロジット・モデルでは、無関係な選

択肢からの独立性（Independence of Irrelevant alternative, IIA）という仮定を前

提としているが、この条件が成立していない場合、より一般的な推計方法（たとえばネ

スト型ロジットあるいは混合ロジット・モデル）などの推定が望ましいことが知られて

いる17。今後の分析の精緻化では、推計方法の改善も重要となると考えられる。 
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付表１ 基本統計量 

本社移転に関するプロビット・モデル 

 

 

移転先決定の条件付きロジット・モデル 

 

平均 標準偏差 第一10分位数 第九10分位数

移転ダミー 0.024 0.153 0.000 0.000

従業者数（対数値） 5.248 0.985 4.205 6.581

従業者数（対数値）の2乗 28.515 11.689 17.679 43.305

TFP -0.437 0.298 -0.873 -0.136

年齢階級（5年未満） 0.008 0.089 0.000 0.000

年齢階級（5年～10年未満） 0.026 0.160 0.000 0.000

年齢階級（10年～30年未満） 0.245 0.430 0.000 1.000

年齢階級（30年～40年未満） 0.207 0.405 0.000 1.000

CAOありダミー 0.263 0.440 0.000 1.000

単独事業所企業ダミー 0.217 0.412 0.000 1.000

広告宣伝売上比率 0.006 0.017 0.000 0.015

R&D売上比率 0.006 0.018 0.000 0.020

国内子会社ダミー 0.446 0.497 0.000 1.000

海外子会社ダミー 0.151 0.358 0.000 1.000

平均 標準偏差 第一10分位数 第九10分位数

Market Potential (MP) 13.114 0.486 12.523 13.746

所得格差指数 87.050 14.802 68.800 103.600

金融業事業所数 291.603 421.696 55.000 578.000

distance 5.774 1.046 4.594 6.806

同業他社の本社数 21.012 93.263 1.000 35.000

東京からの距離 5.726 1.083 4.577 6.784

新幹線駅からの距離 3.184 1.710 0.765 5.090

拠点空港からの距離 4.752 0.960 3.242 6.119
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